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岡山行政法実務研究会　研究会記録（第36回）

　岡山行政法実務研究会は、ロースクールの教育理念である「実務と理論の架橋」を行政法分野に

おいて実践することを目的に設立された研究会です。当研究会では、自治体職員が行政現場で直面

する法的な課題について、自治体職員、弁護士、研究者、ロースクール学生など様々な立場の会員

が集まり、広く知恵を出し議論することで、岡山ないし中四国地域における行政法理論と自治体実

務の架橋の場としての役割を果たしてきました。令和４年度～５年度前期の期間は、引き続き新型

コロナウイルス感染症（COVID‑19）の影響を受け、１回しか研究会を開催することができません

でしたが、その概要を報告させていただきます。

岡山行政法実務研究会会長　岡田　雅夫（岡山大学名誉教授）　　 

岡山行政法研究会幹事　吉野　夏己（岡山大学教授・弁護士）

岡山行政法研究会幹事　南川　和宣（岡山大学教授）　　　　

第36回　教育系公務員の働き方改革

日　時：令和５年６月10日（土）14：00～17：00

場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室

講　師：堀口　悟郎氏（岡山大学学術研究院社会文化科学学域（法学系）准教授・憲法）

演　題：教員多忙化問題と憲法　 ―「教育の自由」を中心に ―

講　師：鈴木　久雄氏（岡山大学名誉教授・岡山大学教育推進機構特任教授）

演　題：部活動の外部委託について ― 現状と今後の問題点、岡山大学の取り組み ―

　堀口報告では、まず、現在問題となっている特給法（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与

等に関する特別措置法）は、本来は「定額働かせ放題」を定めた法律ではなく、むしろそれとは正

反対に公立学校教員への時間外勤務命令を厳格に制限する法律であること、また同法の根底には

「教育の自由」等の憲法上の要請があること等が指摘された。その上で、教員多忙化問題は同法そ

れ自体の問題ではなく、その誤った運用に起因していること、仮にかかる誤った運用を訴訟等で是

正できないのであれば、法改正も選択肢になるが、その際には、単なる賃上げではなく、教員の労

働時間を縮減する方向での改正が目指されるべきであるとの見解が示された。なお、本講演は、臨

床法務研究第25号19頁以下に掲載されている。
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　鈴木報告では、教員の多忙化解消の切り札の一つであると位置づけられているにもかかわらず難

航している部活動の外部委託問題に関し、部活動の活動時間や休養日の有無、指導教員のスポーツ

競技経験、顧問の配置状況および部活動にかかる勤務時間等の項目について具体的なデータを踏ま

えて部活動および指導教員の勤務の現状ないし実態が明らかにされた。その上で、部活動の外部委

託に関する2023年度の岡山市の取組みや、2023年４月に岡山市と岡山大学の間で取り交わされた

「大学生の部活動指導に関する申し合わせ」などについて、具体的なスケジュールを含めた今後の見

通しが示された。なお、本講演は、臨床法務研究第25号37頁以下に掲載されている。

付　記

　岡山行政法実務研究会のこれまでの活動歴を紹介するものとして、南川和宣「地域公共交通」 

法学教室508号４頁（2023年）、吉野夏己「自治体法務の自主研究会レポート第50回岡山行政法実

務研究会」自治体法務研究74号104頁（2023年）が公刊された。




